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指導上の政治的中立の確保等に関する留意点

教育基本法等関連部分抜粋及び解説

1．学校における政治的中立性の確保

（政治教育）

第�十四条　良識ある公民として必要な政治的教養は，教育上尊重されなければなら

ない。

２�　法律に定める学校は，特定の政党を支持し，又はこれに反対するための政治教

育その他政治的活動をしてはならない。

【規定の趣旨】
（1）教育基本法第 14 条は，第１項において国家・社会の諸問題の解決に国民一人ひとり

が主体的に参画していくことがますます求められる中，とりわけ民主主義社会においては

政治に関する様々な知識やこれに対する批判力などの政治的教養が必要であることを踏ま

え，それが教育において尊重されるべきことを規定している。一方で，第2項は，「公の性質」

を有する学校においては，その政治的中立性を確保するため，教育内容に一党一派の政治

的な主義・主張が持ち込まれたり，学校が政治的活動の舞台となるようなことは厳に避け
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なくてはならないことから，学校教育における党派的政治教育の禁止を規定するものであ

る。 

【第 1項用語解説】
（1）「公民」

　日本国憲法は，主権が国民に存することを宣言し，国政の権力は国民の代表者がこれを

行使することを明らかにしており，この基礎の上に真の民主主義政治の実現を図るために

は，国民一人ひとりの政治的教養と徳性の向上が必要である。

　「公民」とは，最も広い意味においては，「社会団体の一員として，積極的に社会を形成

していく場合の国民」ということができるが，本条にいう「公民」とは，人が社会を形成

していく関係に，政治的，経済的及び社会的生活の 3つがあるうち，政治的な観点からと

らえる場合の国民を指すものと解されている。

（2）「良識ある公民として必要な政治的教養」

　この政治的教養とは，①民主政治，政党，憲法，地方自治等，現代民主政治上の各種の

制度についての知識，②現実の政治の理解力，およびこれに対する公正な批判力，③民主

国家の公民として必要な政治道徳及び政治的信念などであり，単に，知識として身に付け

るにとどまるものではないと解されている。

　今後，国家・社会の諸問題の解決に主体的に関わっていく意識や態度を涵養することが

重要であるが，その際，良識ある公民として必要となる基礎的かつ不可欠なものとして，

政治的教養を養うことが必要である。

（3）「教育上尊重されなければならない」

　教育を行うに当たって，政治的教養が適切に養われるように努めるべき旨を示すもので

ある。

　第２項においていわゆる党派的政治教育を禁止する一方で，国家・社会の諸問題の解決

に主体的に関わっていくため，それらの形成者として必要な政治的教養を養うことが重要

であり，学校教育，社会教育，家庭教育それぞれの場において養われることが望まれる。

また，教育行政の面からいえば，そのような条件を整えていくことが必要である。

【第 2項用語解説】
（1）「法律に定める学校」

　学校教育法第１条に定める学校および就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な

提供の推進に関する法律に規定する「幼保連携型認定こども園」を指し，国立，公立，私

立であるかを問わない。

※�学校教育法第１条に定める学校とは，幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校（平成

28 年 4 月 1 日以降），高等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学および高等専門学

校である。
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（2）「政党」

　政治的な目的を有し，その目的達成のために政治的な活動をする結社または政治団体を

いう。

　なお，政治資金規正法では，この意味における政党を「政治団体」とし，そのうち当該

政治団体に所属する国会議員を５人以上有するもの等の要件を満たすものを同法上の「政

党」と定めているが，本条における「政党」については，学校が政治的に中立であるべき

こと等に鑑み，一般的な意味での「政党」として広く解することが適当である。

（3）「特定の政党を支持し，又はこれに反対するための政治教育」

　直接・間接を問わず，特定の政党を支持し，またはこれに反対するための政治教育，す

なわち党派的政治教育をいう。したがって，学校教育において，ある政党の政策や主張を

支持ないし反対するよう教育を行う場合などは本項により禁止される。

　なお，教員が政治的教養に関する教育を行う場合，党派的な主張や政策に触れることは

あり得ることであり，各政党の政策等を批評することが直ちに本項に抵触するものではな

いが，その場合には，他の考え方や見方を紹介したり，異なる見解を示した複数の資料を

使用したりするとともに，教員の個人的な主義主張を避けて中立かつ公正な立場で指導す

るよう留意しなければならない。

（4）「その他政治的活動」

　「政治的活動」とは，その行為の目的が政治的意義を持ち，その効果が政治に対する援助，

助長，促進または圧迫，干渉になるような行為をいい，特定の政党との関係の有無にかか

わらない。

2．教育公務員の政治的行為の制限

○教育公務員特例法（昭和 24 年法律第１号）

（公立学校の教育公務員の政治的行為の制限） 

第�十八条　公立学校の教育公務員の政治的行為の制限については，当分の間，地方

公務員法第三十六条の規定にかかわらず，国家公務員の例による。 

２�　前項の規定は，政治的行為の制限に違反した者の処罰につき国家公務員法（昭

和二十二年法律第百二十号）第百十条第一項の例による趣旨を含むものと解して

はならない。 

○国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）

（政治的行為の制限） 

第�百二条　職員は，政党又は政治的目的のために，寄附金その他の利益を求め，若

しくは受領し，又は何らの方法を以てするを問わず，これらの行為に関与し，
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　�あるいは選挙権の行使を除く外，人事院規則で定める政治的行為をしてはならな

い。 

２・３　（略） 

【規定の趣旨】
（1）公務員は，全体の奉仕者であって，一部の奉仕者ではなく，公共の利益のために勤務

すべき職責があり，その政治的中立性を確保するとともに，行政の公正な運営の確保を図

る必要がある。そのため，国家公務員については国家公務員法において，地方公務員につ

いては地方公務員法において，それぞれ政治的行為の制限が規定されている。

（2）教育公務員については，まず，教育基本法第 14 条第２項等における教育の政治的中

立性の原則（教育基本法関連部分の解説参照）に基づき，特定の政党の支持または反対の

ための教育や政治的活動をすることが禁止されている。教育基本法第 14 条は，学校教育

における政治教育の限界を示し，特定の党派的政治教育を禁止することにより，教育の政

治的中立を確保しようとするものであるが，それを具体化するものの一つとして，教育公

務員特例法（以下「教特法」という）第 18 条第１項は，教育公務員の政治的行為の制限

は，国家公務員の例によるとしている。これは，地方公務員ではあるものの，教育を通じ

て国民全体に奉仕するという教育公務員の職務と責任の特殊性に鑑み，その政治的行為の

制限は，国家公務員と同等とすることとしたものである。政治的行為の制限について，地

方公務員法と教特法を比較すると，地方公務員の場合は地域を限定して制限されるのに対

し，教育公務員の場合は全国的に制限されることとなる。また，制限される行為について

も，地方公務員に比べ，教育公務員の場合は，国家公務員法第 102 条および人事院規則で

定められた政治的行為が制限されることとなり，制限の内容が厳しくなっている。

（3）上記の趣旨に関しては，衆議院議員の総選挙，参議院議員の通常選挙，統一地方選挙

に際し，文部科学省より各都道府県，指定都市の教育委員会に対し，教職員等の選挙運動

の禁止等について通知しているところであり，教職員においては，関係法令を遵守して教

育活動に当たることが求められている。

【用語解説】
「教育公務員」

　教特法第２条において，「教育公務員」とは，地方公務員のうち，公立学校（学校教育

法第１条に規定する学校等であって，地方公共団体が設置するもの）の校長（園長を含む），

副校長（副園長を含む），教頭，主幹教諭（幼保連携型認定こども園の主幹養護教諭及び

主幹栄養教諭を含む），指導教諭，教諭，助教諭，養護教諭，養護助教諭，栄養教諭，主幹

保育教諭，指導保育教諭，保育教諭，助保育教諭，講師，実習助手及び寄宿舎指導員とされ

ている。政治的行為の制限については，地方公務員の身分上の義務であるため，職員として

の身分を有する在籍専従者や休職中の職員についても適用されることに注意が必要である。
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【禁止される具体的な目的・行為】
（1）公立学校の教育公務員の政治的行為の制限については，「国家公務員の例による」こ

ととされており，国家公務員法第 102 条第１項に基づき，政党または政治目的のために，

寄附金等を求めたり，受領したり，それらの行為に関与したりすることや，人事院規則

14-7 で定める政治的行為をしてはならないとされている。人事院規則 14-7 では，①政治

的目的をもって，②政治的行為をすることが禁じられており，概略は以下のとおりとなっ

ている。

①政治的目的

・�国政選挙や知事・市長選挙，地方議会選挙等の公職選挙において，特定の候補者を支持

しまたはこれに反対すること

・�特定の政党その他の政治的団体を支持しまたはこれに反対すること

・�特定の内閣を支持しまたはこれに反対すること

・�政治の方向に影響を与える意図で特定の政策を主張しまたはこれに反対すること

・�国の機関または公の機関において決定した政策の実施を妨害すること

・�地方公共団体の条例の制定または改廃を成立させまたは成立させないこと

②政治的行為

・�政治的目的のために職名，職権またはその他の公私の影響力を利用すること

・�政治的目的のために寄附金その他の利益を提供しまたは提供せずその他政治的目的を持

つ何らかの行為をなしまたはなさないことに対する代償または報復として，任用，職務，

給与その他職員の地位に関して何らかの利益を得もしくは得ようと企てまたは得させよ

うとすることあるいは不利益を与え，与えようと企てまたは与えようとおびやかすこと

・�政治的目的をもって，賦課金，寄附金，会費またはその他の金品を求めもしくは受領し

または何らかの方法をもってするを問わずこれらの行為に関与すること

・�政治的目的をもって，賦課金，寄附金，会費またはその他の金品を国家公務員に与えま

たは支払うこと

・�政党その他の政治的団体の結成を企画し，結成に参与しもしくはこれらの行為を援助し

またはそれらの団体の役員，政治的顧問その他これらと同様な役割を持つ構成員となる

こと

・�特定の政党その他の政治的団体の構成員となるようにまたはならないように勧誘運動を

すること

・�政党その他の政治的団体の機関紙たる新聞その他の刊行物を発行し，編集し，配布しま

たはこれらの行為を援助すること

・�政治的目的をもって，国政選挙や知事・市長選挙，地方議会選挙等の公職選挙において，

投票するようにまたはしないように勧誘運動をすること

・�政治的目的のために署名運動を企画し，主宰しまたは指導しその他これに積極的に参与
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すること

・�政治的目的をもって，デモ行進等を企画し，組織しもしくは指導しまたはこれらの行為

を援助すること

・�集会その他多数の人に接し得る場所でまたは拡声器，ラジオその他の手段を利用して，

公に政治的目的を有する意見を述べること

・�政治的目的を有する文書または図画を国等の庁舎，施設等に掲示しまたは掲示させるこ

と

・�政治的目的を有する署名または無署名の文書，図画，音盤または形象を発行し，回覧に

供し，掲示しもしくは配布しまたは多数の人に対して朗読しもしくは聴取させ，あるい

はこれらの用に供するために著作しまたは編集すること

・�政治的目的を有する演劇を演出しもしくは主宰しまたはこれらの行為を援助すること

・�政治的目的をもって，政治上の主義主張または政党その他の政治的団体の表示に用いら

れる旗，腕章，記章，えり章，服飾その他これらに類するものを製作しまたは配布する

こと

・�政治的目的をもって，勤務時間中において，政治上の主義主張または政党その他の政治

的団体の表示に用いられる旗，腕章，記章，えり章，服飾その他これらに類するものを

着用しまたは表示すること

・�何らの名義または形式をもってするを問わず，以上の禁止または制限を免れる行為をす

ること

　なお，以上については，「人事院規則 14-7（政治的行為）の運用方針について（昭和 24

年 10 月 21 日法審発 2078）（人事院事務総長発）」においてさらに詳細な解釈が示されて

いるので，そちらも適宜参照していただきたい。

（2）また，以上の他に，公職選挙法においても，公務員がその地位を利用した選挙運動を

すること，教員等が学校の児童・生徒等に対する教育上の地位を利用した選挙運動をする

ことが禁止されている（公職選挙法関連部分の解説参照）。

【想定される具体的事例】
　以上について，教育公務員の政治的行為の制限に関する法令違反の疑いのある事例とし

ては，例えば以下のようなものが想定される。

①候補者の推薦等

・�特定の候補者の当選を図るため，PTA等の会合の席で，その候補者の推薦を決定させ

ること

・�教員等の地位を利用して，投票の周旋勧誘（いわゆる票の割り当て等）を行うとか，あ

るいは，演説会の開催その他の選挙運動の企画に関与すること

・�特定の候補者を支持するため，教員等の地位を利用して，その候補者の後援団体を結成

したり，その団体の構成員となることを勧誘したりすること
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②投票の依頼または勧誘

・ �PTA等の会合の席上で特定の候補者へ投票するよう依頼すること

・�学校における児童・生徒および保護者に対する面接指導の際，自分の支持する政党や候

補者の名を挙げること

・�家庭訪問の際に，特定の政党や候補者に投票するよう勧誘すること

・�選挙運動員として，候補者の自動車などに乗り，投票を呼びかけること

・�教員等としての地位を利用して電話で投票を依頼すること

③署名運動

・�特定の政党や候補者の名を挙げて，賛成または反対の署名運動をすること

・�上述の署名運動に協力するよう勧誘すること

④デモ行進

・�特定の政党または候補者などを支持しまたは反対するためのデモ行進等を企て，指導し，

または援助すること

・�選挙運動のために，自動車を連ねたり，隊伍を組んで歩くなど気勢をはること

⑤新聞，雑誌，ビラ等

・�特定の政党や候補者などを支持しまたは反対するために書かれた新聞，雑誌，ビラ等に

関して，（イ）発行すること，（ロ）回覧に供すること，（ハ）掲示しまたは配布すること，（ニ）

多数の人に朗読して聞かせること，（ホ）（イ）～（ニ）の用に供するために著作しまた

は編集すること

・�特定の政党の機関紙や刊行物の発行，編集，配布またはこれらの行為の援助を行うこと

⑥広告，ポスター，挨拶状等

・�選挙用ポスターを貼ってまわること

・�受持ちの児童生徒に選挙用ポスターを貼らせること

・�特定の政党や候補者を推薦する保護者宛ての文書を児童・生徒に持ち帰らせること

・�選挙運動期間中，政党，候補者あるいはその家族，選挙運動員などの名を記載した年賀

状，暑中見舞状などの挨拶状を配ったり，掲示したりすること

・�「○○候補者の当選を期す」というようなポスターなどを職員室の壁に貼ること

・�選挙運動期間中，文書などについての配布または掲示の禁止の規制を免れる行為として，

いかなる名義をもってするを問わず，政党や候補者の名を記載した文書（推薦お礼のポ

スターなど）を配ったり，掲示したりすること

・�選挙運動用のポスターや葉書に推薦人として肩書を付して名前を連ねること

⑦演説等

・�選挙運動のため，個人演説会または街頭で演説すること

・�不特定多数の人に対し，特定の政党や候補者を支持しまたは反対する意見を述べること

・�選挙運動のための個人演説会などで，ピケを張ったり，必要以上にやじったりして妨害
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すること

⑧資金カンパ

・�特定の政党，候補者などを支持しもしくは反対するために資金カンパを求め，またはそ

のような資金カンパの計画立案に参与し，またはその集金を援助すること

⑨その他

・�選挙運動のために放送設備（例えば校内放送設備）を使用すること

・�受持ちの児童・生徒の保護者が候補者，選挙運動員または有権者であるとき，担当教員

である地位を利用して，これらの者を威迫すること

・�勤務時間中において，いわゆる紹介者カードの記入・作成等の職務と関係ない行為を行

うこと

・�勤務時間の内外を問わず，選挙運動等のために，公の設備である学校の電話，FAX，

パソコン，コピー機等を用いること

【地方公務員法上の措置等】
　教育公務員がこれらの制限に違反した場合，公務員の服務義務違反として懲戒処分の対

象となる。一方，教特法第 18 条第２項において，政治的行為の制限に違反した者の処罰

につき国家公務員法第 110 条第１項（罰則規定）の例による趣旨を含むものと解してはな

らないとされており，教育公務員がこれらの制限に違反した場合であっても，国家公務員

に適用される罰則の適用を受けることはない。

3．特定の政党を支持させる等の教育の教唆及びせん動の禁止

○義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法

（特定の政党を支持させる等の教育の教唆及びせん動の禁止） 

第�三条　何人も，教育を利用し，特定の政党その他の政治的団体（以下「特定の政党等」

という。）の政治的勢力の伸長又は減退に資する目的をもつて，学校教育法に規定

する学校の職員を主たる構成員とする団体（その団体を主たる構成員とする団体

を含む。）の組織又は活動を利用し，義務教育諸学校に勤務する教育職員に対し，

これらの者が，義務教育諸学校の児童又は生徒に対して，特定の政党等を支持させ，

又はこれに反対させる教育を行うことを教唆し，又はせん動してはならない。

 
【規定の趣旨】
（1）教特法第 18 条の他にも，教育の政治的中立を確保しようとする教育基本法第 14 条を

具体化するものの一つとして，義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する

臨時措置法（以下「中確法」という）がある。この法律は，教育職員の活動に対し直接規

制を加えるものではないが，何人に対しても，義務教育に従事する教育職員を相手方とし

て，特定の目的をもって，また特定の手段によって，政治上の一党一派に偏した教育を行
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うように教唆・せん動することを禁止している。

（2）具体的には，第３条において，以下の要件を満たした場合の教唆・せん動を禁止して

いる。

・�教唆・せん動する者が，「教育を利用して特定の政党等の政治的勢力の伸長又は減退に

資する」という目的をもって行うこと

・�教唆・せん動の手段として「学校教育法に規定する学校の職員を主たる構成員とする団

体（その団体を主たる構成員とする団体を含む）の組織または活動を利用して」行うこ

と

・�教唆・せん動の相手方は「義務教育諸学校に勤務する教育職員」であること

・�教唆・せん動の内容とは，（イ）「義務教育諸学校の児童又は生徒に対して」行われる教

育であって，（ロ）特定の政党等を支持させ，またはこれに反対させる教育であること

【用語解説】
「教育職員」

　中確法第２条において，「教育職員」とは，「校長，副校長若しくは教頭（中等教育学校

の前期課程又は特別支援学校の小学部若しくは中学部にあつては，当該課程の属する中等

教育学校又は当該部の属する特別支援学校の校長，副校長又は教頭とする。）又は主幹教諭，

指導教諭，教諭，助教諭若しくは講師をいう」とされており，国立，公立，私立の別を問

わない。一方，義務教育諸学校に勤務する職員には，これらの職のほかに，養護教諭，事

務職員などがあるが，これらの職員は，中確法が禁止する教唆・せん動の相手方である「教

育職員」には含まれない。なお，講師は常勤であると非常勤であるとにかかわらず「教育

職員」に含まれる。

【罰則】
　中確法第３条に違反した者には罰則があり，１年以下の懲役または３万円以下の罰金に

処せられる（同法第４条）。
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1．教育者の地位利用の選挙運動の禁止

（教育者の地位利用の選挙運動の禁止）

第�百三十七条　教育者（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）に規定する学校

及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平

成十八年法律第七十七号）に規定する幼保連携型認定こども園の長及び教員をい

う。）は，学校の児童，生徒及び学生に対する教育上の地位を利用して選挙運動を

することができない。

【規定の趣旨】
　選挙運動の公正を害するおそれがあるため，公職選挙法第 137 条の規定は，教育者（学

校，幼保連携型認定こども園の長や教員）が，その地位を利用して選挙運動を行うことを

禁止している。

　なお，この規定は，教育者がその教育上の地位を利用しないで，一般人と同様の立場で

選挙運動をすることまでも禁止するものではない。

【用語解説】
（1）「学校教育法に規定する学校」

　高等学校，中等教育学校などをいい，国立，公立，私立の別を問わない。なお，看護学

校，調理学校などの専修学校，各種学校，保育所は含まれない。

（2）「学校の長」

　学校の長とは，大学の学長，その他の学校では校長などをいう。

（3）「教員」

　「学校教育法に規定する学校」および「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的

な提供の推進に関する法律に規定する幼保連携型認定こども園」の教諭，養護教諭，助教

諭，保育教諭，養護助教諭などをいい，非常勤講師も含まれる。一方，事務職員，技術職

員，PTAの役職員，退職した教員は含まれない。

（4）「教育上の地位を利用して選挙運動をする」

　いかなる場合に教育上の地位利用と認めるかどうかは，最終的には個々具体の事実関係

により決定されるものであるが，「教育上の地位を利用して選挙運動をする」とは，教育

者たる地位に伴う影響力を利用して選挙運動を行うことを意味する。

①一般的に，「教育上の地位を利用して選挙運動をする」とは，以下のような場合である。

　（ア）教育者である立場を利用して，生徒または学生に対して直接選挙運動を行う場合

公職選挙法関連部分抜粋及び解説
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〈例〉教育者が，授業中に特定の候補者に投票するよう働きかけること

　（イ）�教育者である立場を利用して，児童，生徒または学生に対して直接選挙運動を行

わせる場合

〈例〉�教育者が児童，生徒または学生に対しポスターを貼らせ，候補者の氏名を連

呼させ，あるいは応援演説をさせること

　（ウ）児童，生徒または学生を通じて間接的にその保護者に働きかける場合

〈例〉�教育者が特定の候補者に投票するよう児童を通じてその保護者に依頼するこ

と

　（エ）�その子弟に対する教育者としての地位を利用して直接に保護者に働きかける場合

〈例〉教育者が保護者会の席などにおいて選挙運動をすること

※�ただし，保護者に対する選挙運動であっても，その教育者と保護者との個人的

関係等によるもので，その児童に対する教育上の地位を利用したものと認めら

れない場合は，含まれない。

②また直接担任関係にない場合であっても，以下のような場合には「教育上の地位を利用

して選挙運動をする」と認められることがある。

　（ア）同じ学校で直接担任関係にない教育者が地位利用による選挙運動をする場合

　（イ）�学校が異なっても，当該学校に入学を希望する者に対し，直接，あるいはその者

を通じて間接に，その保護者等に対し当該学校の校長または教員が選挙運動をす

る場合

　（ウ）すでに学校を転じた教育者が旧学校の児童等に対する場合

③「教育上の地位を利用して」いるかどうかについては，例えば，教育者が自己の勤務す

る校区内において選挙演説を行っても，それだけでは地位利用とはならないが，積極的

に自分の身分を明らかにして保護者に呼びかける場合や，校区内において回を重ねて選

挙演説を行う場合には，「教育上の地位を利用して」と認められる場合もある。また教

育者が，特定の候補者の推薦人として自己の肩書または氏名を記載したポスターをその

校区内に掲示する場合も，それだけでは教育上の地位利用にはならないが，その校区内

のみまたはその校区内に大部分のポスターが掲示されているような場合には，「教育上

の地位を利用して」と認められる場合もある。

【罰則】
　公職選挙法第 137 条に違反した場合は罰則があり，１年以下の禁錮または 30 万円以下

の罰金に処せられる。違反した場合は，刑に処せられた者の選挙権，被選挙権が一定期間

停止されることとなる。
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2．公務員の地位利用による選挙運動の禁止

（公務員等の地位利用による選挙運動の禁止）
第�百三十六条の二　次の各号のいずれかに該当する者は，その地位を利用して選挙運動をすること
ができない。 
　一�　国若しくは地方公共団体の公務員又は行政執行法人若しくは特定地方独立行政法人の役員若
しくは職員 

　二　（略）
２�　前項各号に掲げる者が公職の候補者若しくは公職の候補者となろうとする者（公職にある者を
含む。）を推薦し，支持し，若しくはこれに反対する目的をもつてする次の各号に掲げる行為又
は公職の候補者若しくは公職の候補者となろうとする者（公職にある者を含む。）である同項各
号に掲げる者が公職の候補者として推薦され，若しくは支持される目的をもつてする次の各号に
掲げる行為は，同項に規定する禁止行為に該当するものとみなす。 
　一�　その地位を利用して，公職の候補者の推薦に関与し，若しくは関与することを援助し，又は
他人をしてこれらの行為をさせること。 

　二�　その地位を利用して，投票の周旋勧誘，演説会の開催その他の選挙運動の企画に関与し，そ
の企画の実施について指示し，若しくは指導し，又は他人をしてこれらの行為をさせること。

　三�　その地位を利用して，第百九十九条の五第一項に規定する後援団体を結成し，その結成の準
備に関与し，同項に規定する後援団体の構成員となることを勧誘し，若しくはこれらの行為を
援助し，又は他人をしてこれらの行為をさせること。 

　四�　その地位を利用して，新聞その他の刊行物を発行し，文書図画を掲示し，若しくは頒布し，
若しくはこれらの行為を援助し，又は他人をしてこれらの行為をさせること。 

　五�　公職の候補者又は公職の候補者となろうとする者（公職にある者を含む。）を推薦し，支持し，
若しくはこれに反対することを申しいで，又は約束した者に対し，その代償として，その職務
の執行に当たり，当該申しいで，又は約束した者に係る利益を供与し，又は供与することを約
束すること。

【規定の趣旨】
　選挙運動の公正を害するおそれがあるため，公職選挙法第 136 条の２第１項の規定は，

国または地方公共団体の公務員が，その地位を利用して選挙運動を行うことを禁止してい

る。また同条第２項において，本来選挙運動に該当しないと考えられている立候補準備行

為や選挙運動準備行為など（選挙運動類似行為）であっても，公務員がその地位を利用し

て行うことの弊害に鑑み，地位利用による選挙運動とみなして禁止している。

　なお，この規定は，公務員がその地位を利用しないで，一般人と同様の立場で選挙運動

をすることまでも禁止しているものではない。

【用語解説】
（1）「公務員」

　対象となる公務員は，一般職か特別職かを問わず，また常勤か非常勤かを問わない。

（2）「その地位を利用して」

　いかなる行為が地位利用による選挙運動であるか否かは，最終的には個々具体の事例に

おいて判断されることになるが，一般的に，「その地位を利用して」とは，公務員として
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の地位にあるために特に選挙運動を効果的に行い得るような影響力または便益を利用する

ことであり，職務上の地位と選挙運動の行為が結び付いている場合をいう。例えば，

　①�補助金，交付金などの交付，融資のあっせん，物資の払い下げ，契約の締結，事業の実施，

許可，認可，検査，監査その他の職務権限を有する公務員が，地方公共団体，外郭団体，

請負業者，関係団体，関係者などに対し，その権限に基づく影響力を利用する場合

　②�公務員の内部関係において，職務上の指揮命令権，人事権，予算権などに基づく影響

力を利用して，公務員が部下または職務上の関係のある公務員に対し，選挙に際して

投票を勧誘する場合

　③�官公庁の窓口で住民に接する公務員や各種調査などで各戸を訪ねる公務員が，これら

の機会を利用して職務に関連して住民に働きかける場合

などが，地位利用に該当すると考えられる。

　一方，単に推薦状に職名を通常の方法で記載すること，演説会において単に職名を名乗

ることは直ちに地位利用にはならないが，①または②に掲げる者をもっぱら対象として行

う場合は，地位利用と認められることもある。

（3）選挙運動類似行為

　特定の候補者を推薦，支持もしくはこれに反対するため，または自分が候補者として推

薦もしくは支持されるために公職選挙法第 136 条の２第２項第１号～第５号のような選挙

運動類似行為を行うことは，公務員の地位利用による選挙運動とみなされ禁止されている。

　①推薦行為（第１号）

　　職務上関係のある団体に対し，特定の候補者の推薦決議をするように干渉することなど。

　②選挙運動準備行為（第２号）

　　�職務上関係のある出先機関，市町村長をはじめ市町村の部課長等に投票の割り当てや

ポスター貼りを指示することなど。

　③後援団体の結成等（第３号）

　　外郭団体に特定の候補者の後援会に参加することを要請することなど。

　④文書図画関係（第４号）

　　外郭団体の新聞に特定の候補者についての記事を掲載するよう指示することなど。

　⑤利益供与（第５号）

　特定の候補者の支持の申し出をした市町村長に対し，その見返りとしてその市町村に

所管の補助金を増額交付することなど。

【罰則】
　公職選挙法第 136 条の２に違反した場合は罰則があり，２年以下の禁錮または 30 万円

以下の罰金に処せられる。違反した場合は，刑に処せられた者の選挙権，被選挙権が停止

されることとなり，停止期間については，p.85 の公職選挙法第 137 条に違反した場合と同

様である。
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　政治的教養を育むために，政治的に対立する見解がある現実の課題（現実の具体的

な政治的事象）を授業中指導する際に，どのような点に留意すればよいでしょうか。

◦政治的教養を育む教育は，平和で民主的な国家・社会の形成者として必要となる主体

的な選択・判断を行い，他者と協働しながら様々な課題を解決していく資質や能力を

育むために行われる教育です。

◦このような政治的教養を育む教育を行うに当たって，政治的に対立する見解がある現

実の課題を取り扱うことは，生徒が現実の政治について具体的なイメージを育むこと

に役に立つなどの効果が考えられます。

◦一方，政治的に対立する見解がある現実の課題を取り上げる場合には，学校が政治的

中立性を保ちつつ，政治的教養を育む指導を行うために，下記のような点に留意して

行うことが必要です。

　・�政治的に対立する見解がある現実の課題については，種々の見解があり，一つの見

解が絶対的に正しく，他のものは誤りであると断定することは困難であるとともに，

一般に政治とは自分の意見を持ちながら議論を交わし合意形成を図っていくことが

重要であることから，一つの結論を出すよりも結論に至るまでの冷静で理性的な議

論の過程が大切であることを理解させること。

　・�多様な見方や考え方のできる事柄，未確定な事柄を取り上げる場合には，生徒の考

えや議論が深まるよう様々な見解を提示することなどが重要であること。

　・�その際，教員は中立かつ公正な立場で指導することが必要であること。また，特定

の事柄を強調しすぎたり，一面的な見解を十分な配慮なく取り上げたりするなど，

特定の見方や偏った取扱いとならないよう指導することが必要であること。

　　�なお，補助教材を活用する際には，「学校における補助教材の適正な取扱いについて」

（平成 27 年 3 月 4 日文部科学省通知）にも留意すること。

◦これらの留意点を踏まえつつ，各学校において校長を中心に学校として指導のねらい

を明確にしつつ取り組んでいただきたいと考えます。

学校における指導に関する Q&A

Q 1

A
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　政治的に対立する見解がある現実の課題の中には，現に国会等で法律案等が審議さ

れているような課題がありますが，そのような課題を指導で取り上げる際に留意すべ

き点は何でしょうか。

◦政治的に対立する見解がある現実の課題を取り上げる際の留意点についてはQ1で述

べたところですが，現実の具体的な政治的事象の中には，現に国会や地方議会で関連

する法律案や予算案，条例案が審議されている事柄があります。

◦そのような事柄は，国民や地域住民を代表する国会等において様々な論点について議

論が行われており，その中で，当該政治的事象に対する多様な見解が提示されたり，

新たな論点が生じたりする場合が考えられます。

◦そのため，そのような事柄を取り扱うに当たっては，学校の政治的中立性を保ちつつ，

生徒が個人として多様な見方や考え方の中で自分の考えを深めるとともに，学級内で

冷静で理性的な議論が行われるよう留意することが求められます。

◦具体的には，一つの主張に誘導することを避け，生徒の議論がより深まり，議論の争

点についてその背景や多様な意見が見出せるよう，国会等において議論となっている

主要な論点について，対立する見解を複数の新聞や国会等における議事録等を用いて

紹介することなどにより，偏った取扱いとならないように留意するとともに，新たに

生じた重要な論点についても取り扱うことが求められます。

　授業中，個別の課題に関して教員が特定の見解を取り上げることは良いのでしょう

か。また，特定の見解を自分の考えとして述べてもよいでしょうか。

◦政治的に対立する見解がある現実の課題を取り上げる場合に，教員は生徒の考え方や

議論が深まるよう様々な見解を提示することが重要です。そのため，生徒の話合いが

一つの観点に終始し議論が深まらない場合などに，教員が他の見解を提示することも

考えられます。また，議論の冒頭などに，個別の課題に関する現状とその前提となる

見解などを教員が提示する場合も考えられます。

◦このように教員が多様な見解の中の一つの見解として，それを提示するに当たっては，

Q 3

A

Q 2

A
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A

Q 4

Q1 や Q2 で述べた点に留意するとともに，教員の個人的な主義主張を避けて中立か

つ公正な立場で指導するよう留意することが必要です。

　具体的には，

　・�教員が一つの見解を提示する場合には，その見解を提示することが教員の個人的な

好悪などに基づいたものであると誤解が生じないようにする

　・�教員が提示した見解が多様な見方や考え方の一つであることを生徒に理解させる

　・�見解が特定の見方や偏った取扱いとならないようにする

　・�見解を押しつけることとならないようする

　ことなどに注意することが必要です。

◦また，教員が特定の見解を自分の考えとして述べることについては，教員の認識が生

徒に大きな影響を与える立場にあることから，避けることが必要です。

◦さらに，生徒から教員の主義主張を尋ねるような質問がある場合には，慎重に対応し，

必要に応じて，授業のねらいを踏まえつつ，学校における政治的教養を育む教育は，

議論の下で生徒の考えをまとめていくようなプロセスが重要であること，また，公職

選挙法等の法令に基づき行われるべきものであることなどについて，生徒にも理解さ

せることが求められます。

◦なお，実際の選挙と同時に模擬選挙を行う場合など，選挙運動期間中やその直前，投

票日当日など（以下「Q&A」では「選挙運動期間中等」という）に指導を行うに当たっ

ては，教育者としての地位に伴う影響力を利用した選挙運動をすることが禁止されて

いることから，生徒に対して特定の政党や候補者に対する投票行為を促したり，妨げ

るようなことのないよう特に留意することが必要です（公職選挙法関連部分抜粋及び

解説 p.85 参照）。

　授業中，特定の政党に関してその政策等に触れてもよいでしょうか。

◦政治的教養を育む教育に取り組むに当たってどのような情報を取り上げるかは，当該

授業のねらいやそれに基づく必要性に照らして検討することが求められますが，種々

の見解を取り上げる際に，現実に存在する政党名に触れ，その政党が主張する政策等

に触れることは，指導内容によって考えられることです。

◦現実に存在する政党名に触れ，その政党が主張する政策等に触れるに当たっては，一

つの政党についてのみ取り上げるということは避け，授業のねらいに照らした理解が
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可能となるよう複数の政党の主張を並列して紹介するなど，Q1 〜 Q3 で述べたよう

な点に留意しつつ，適切に指導を行うことが求められます。

◦なお，選挙運動期間中等に生徒に対して指導を行うに当たっては，Q3 で述べたとお

り教育者としての地位に伴う影響力を利用した選挙運動をすることが禁止されている

ことから，特定の政党に対する投票行為を促す又は妨げることとならないよう，特に

留意する必要があります（公職選挙法関連部分抜粋及び解説 p.85 参照）。

　政治的教養を育む教育を実施する場合には，特定の政党に所属している首長や国会

議員，地方議会議員，政党関係者などを学校に招くことはどのように考えればよいで

しょうか。

◦政治的教養を育む教育を行う際に，現実の立法等に携わっている方（以下「政治家等」

という）の協力を得ることは，生徒が現実の政治について具体的なイメージを育むこ

とにつながるものであり，必要に応じて校長を中心に学校として計画的に取り組むこ

とが考えられます。

◦その際，生徒に対しては，政治家等が言及する，政治的に対立する見解がある現実の

課題に関する内容については，多様な見方や考え方があることを理解させるよう，必

要に応じて事前や事後の指導において配慮することが必要です。

◦また，政治家等との事前打合せにおいて，政治的教養を育む教育のねらいや配慮事項

について伝えることなどにより，政治家等から具体な投票行動や支持の呼びかけが行

われないよう配慮することが必要です。

◦なお，保護者も多様な見方や考え方をもっていることから，特定の政治家等の協力を

得る場合には，事前に当該学習活動の趣旨や留意事項について保護者に周知するよう

配慮することも必要です。

◦さらに，議員等を招く場合には，学校の政治的中立性を確保するために，議会事務局

等と連携し，複数の会派を招くことも含め，生徒が様々な意見に触れることができる

ようにするといった工夫を行うことが期待されます。

◦選挙運動期間中に，首長や国会議員，地方議会議員を招いた意見交換会等を開催した

場合，公職選挙法上，候補者や政党等以外の者が選挙運動のための演説会を開催する

ことは禁止されており，その意見交換会等が選挙運動のための演説会と認められた場

合は同法違反となるので注意が必要です。

A
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　政治的教養を育む教育を行う際に，満 18 歳以上の生徒と満 18 歳未満の生徒がい

る場合に，生徒の指導に当たってどのような点に配慮すべきでしょうか。

◦政治的な教養を育む教育は，平和で民主的な国家・社会の形成者を育成することを目

的として行われるものです。その指導の中で，政治や選挙に関する知識はもとより，

根拠を判断し，討論等を通じて自己の意見を正しく表明する力，他人の意見に十分耳

を傾け，これを尊重するという態度とともに異なる意見を調整し合意を形成していく

力などの資質・能力を育むという点で，満 18 歳以上の生徒と満 18 歳未満の生徒を区

別する必要はありません。

◦しかしながら，満 18 歳以上の生徒と満 18 歳未満の生徒は，選挙権の有無や公職選挙

法上の選挙運動が可能かどうかなど法律上差異があることを理解させ，満 18 歳以上

の生徒が，同じ高校生という理由で満 18 歳未満の生徒に同じ行動を求めることは違

法となる場合があることを理解させる必要があります。

◦特に，選挙運動期間中等に満 18 歳以上と満 18 歳未満の生徒が混在する第３学年等を

対象とした授業において，政策について議論させる学習を行う場合は，次の点に留意

することが必要です。

　・�たとえ教育的なねらいがあったとしても，選挙運動期間中等に満 18歳未満の生徒が

満 18歳以上の生徒に，自分が支持又は評価している特定の政党や候補者に投票する

よう呼びかけたり，支持するよう理解を求めたりする場合などには，公職選挙法上，

満18歳未満の者によるものが禁止されている選挙運動となるおそれがあること。

　・�また，満 18 歳以上の生徒に対し，教員が授業において生徒にどの候補者や政党へ

投票したいかを尋ねることは，投票の秘密保持の趣旨から控える必要があること（公

職選挙法上の留意点等について p.52 と同様）。

◦�このため，満 18 歳以上と満 18 歳未満の生徒が混在する第３学年等において，例えば，

実際の選挙に伴って模擬選挙を実施する際には，選挙運動期間中等に，特定の候補者

や政党への生徒の支持や不支持を明らかにするような学習活動を行うことは困難が生

じることが想定され，慎重な対応が求められます。

◦なお，教員については政治的に対立する見解がある課題を扱う場合には特定の見方や

考え方に偏った取扱いとならないよう留意することが必要ですが，実際の選挙と同時

に模擬選挙を行う場合など，選挙運動期間中等に指導を行うに当たっては，教育者と

しての地位に伴う影響力を利用した選挙運動をすることが禁止されていることから，
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Q 8

特定の政党や候補者に対する投票行為を促したり，妨げることのないよう特に留意す

ることが必要です。

　授業中，政策や政党に関して生徒に自分の考えを述べさせるに当たって配慮すべき

事項はあるでしょうか。特に，ある政党を非難したり，支持したりする言動を一方的

に繰り返す場合などは，どのように対応すればよいでしょうか。

◦政治的な教養を育む教育を行うに当たっては，教室の中で自由に生徒の意見を交換で

きる環境を作ることが重要です。

◦そのため，政治的に対立する見解がある現実の課題については，種々の見解があり，

一つの見解が絶対的に正しく，他のものは誤りであると断定することは困難であるこ

とや，一つの結論を出すよりも結論に至るまでの冷静で理性的な議論の過程が重要で

あることを生徒に理解させることが重要です。

◦また，根拠をもって他者を説得する論理的思考力を育むことが重要であることから，

生徒が理由なく政策や政党について非難したり，また支持したりするような場合には，

その旨を指摘し理由を説明させるなどの配慮が必要と考えます。

◦いずれにせよ，当該授業のねらいに基づき，他の生徒の発言機会を確保し，意見に耳

を傾けることができるよう適切に指導することが求められます。

◦なお，選挙運動期間中等に満 18 歳未満の生徒が満 18 歳以上の生徒にある政党の支持

を求める発言などを行った場合には，公職選挙法上，満 18 歳未満の者によるものが

禁止されている選挙運動となるおそれがあることや，満 18 歳以上の生徒に教員が授

業においてどの候補者や政党へ投票したいか尋ねることは，投票の秘密保持の趣旨か

ら控える必要があることから，指導においてはこの点に特に留意することが必要です

（公職選挙法上の留意点等について p.52 参照）。

◦一方，選挙運動期間以外においても，指導が全体として学校の政治的中立を保たれる

よう教員が配慮するとともに，生徒に対しても，政治的教養を育む教育の目的とその

授業の在り方について，必要に応じ説明することも求められます。

　政治的に対立する見解がある現実の課題を指導するに当たって，新聞記事等を活用

する場合，どのような点に留意したらよいでしょうか。
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◦政治的に対立する見解がある現実の課題について指導するに当たって，新聞記事を活

用して行うことは，指導方法として考えられることです。

◦その際，当該授業のねらいに照らして適切に取り扱うことが求められますが，政治的

に対立する見解がある現実の課題については，現実の利害の関連等もあって国民の中

に様々な見解があり，取り上げる事象について異なる見解を持つ新聞が見られる場合

には，異なる見解を持つ複数紙を使用することが望まれます。また，特定の課題につ

いて一紙のみが取り上げている場合等には，他の資料を活用するなど教員が適切に他

の見解を説明することにより，取り上げた新聞も多様な見解の一つであることを生徒

に理解させることも必要です。

◦なお，教員が生徒に対して特定の政党に関する新聞記事のみを生徒に配布したり，特

定の政党のみ目立たせて配布した場合，公職選挙法に違反するおそれがあります。

　政策課題を取り扱ったテレビの討論番組を活用するに当たって，どのような点に留

意したらよいでしょうか。

◦政治的に対立する見解がある現実の課題について指導するに当たって，関係の報道番

組等を活用して行うことは，指導方法として考えられることです。

◦その際，当該授業のねらいに照らして適切に取り扱うことが求められますが，放送で

取り上げた個々の見方や考え方について生徒に強く印象付けられると考えられる場合

には，必要に応じて他の資料を使用することなどによって，取り上げた課題について

は様々な見解があることを生徒に理解させることが必要です。

　実際の選挙に合わせて実施する模擬選挙において，模擬選挙の事前指導（事後指導）

で，どの政党等に投票するか（投票したか）を，他の生徒の前で発表させてもよいで

しょうか。

A
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◦実際の選挙に当たってどの政党や候補者に投票しようとしているかは，投票の秘密と

して守られるべきものであり，選挙運動期間中等に満 18 歳以上の生徒に尋ねること

は控える必要があります。

◦また，実際の選挙が開票され，当選人確定後に当該学校の模擬選挙の結果などをとり

まとめ全有権者との比較を行うことなどは考えられますが，満 18 歳以上の生徒につ

いてどの政党や候補者に投票したかは，投票の秘密として守られるべきものであり，

個々人の投票先を生徒に発表させることは控えるべきです。

　実際の選挙に合わせて模擬選挙を行う際には，実在する全ての政党を取り扱う必要

があるのでしょうか。

◦実際の選挙に合わせて模擬選挙を実施し，満 18 歳以上の生徒が参加する場合には，

学校が一部の政党や候補者を除外して実施することは，有権者である生徒の投票行動

に影響を及ぼすことになることから適当ではありません。

　住民投票が行われることになっている問題について，授業で事前に模擬投票させ　

ることについてどのように考えたらよいでしょうか。

◦政治的に対立する見解がある現実の課題の中で，住民投票が行われることとなってい

る問題について，授業で事前に投票させることは指導方法として考えられることです。

◦その際，学校の政治的中立性を確保しつつ，教育活動が行われるよう配慮することが

必要ですが，保護者も多様な見方や考え方を持っていることから，事前に当該学習活

動の趣旨や留意事項について保護者に周知するよう配慮することも必要です。また，

住民投票は様々な形態があり，例えば，通常の選挙では制限されている文書図画の頒

布・掲示の制限がない場合があるなど，通常の選挙とは異なる場合があります。

◦それぞれの住民投票の形態に基づき可能な指導方法については，選挙管理委員会等に

Q12

A

A
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問い合わせることなどにより必要な対応をとることが必要です。

　我が校には外国籍の生徒がいますが，政治的教養を育む教育を進める上での留意点

はあるのでしょうか。

◦政治的教養を育む教育は，学校教育の一環として行われるものであり，選挙権の有無

や国籍の違いにかかわらず，政治や選挙に関する知識はもとより，根拠を判断し，討

論等を通じて自己の意見を正しく表明する力，他人の意見に十分耳を傾け，これを尊

重するという態度とともに異なる意見を調整し合意を形成していく力を育む指導を行

うことは重要です。

◦なお，外国籍の生徒についても，日本国籍の生徒と同様に，満 18 歳未満の生徒は公

職選挙法上，選挙運動に当たる行為を行うことができませんので，この点に留意する

ことが必要です。

　投票日当日やその前後に満 18 歳の誕生日を迎える生徒の年齢計算はどのように行

われるのでしょうか。また，選挙運動を行うことができるのはいつからでしょうか。

◦年齢については，生まれた年の翌年の誕生日の前日に満１歳になるとされています。例えば，

選挙権についての満 18歳以上かどうかの算定は，投票日時点において行われることとされ

ており，投票日の翌日が満 18歳の誕生日である人まで選挙権を有することになります。

◦また，満 18 歳未満の者は選挙運動を行うことができないことから，選挙運動期間中

に満 18 歳の誕生日を迎える者は，誕生日の前日から選挙運動を行うことができます。

Q14

A

満18歳の誕生日 選挙
権

選挙
運動 選挙運動の注意点

7月5日（金）以前 ○ ○
7月4日（木）（公示日）から7月
20日（土）（投票日前日）まで選
挙運動を行うことができる。

7月6日（土）
～21日（日）

（投票日）
○ △

誕生日前日から7月20日（土）
（投票日前日）まで選挙運動を
行うことができる。

7月22日（月） ○ × 誕生日前日は投票日のため，
選挙運動はできない。

7月23日（火）以降 × ×

7月4日（木）
23日（火）

22日（月）
21日（日）

20日（土）

公示日
選挙運動可能期間
公示日～投票日前日

投票日
投票日前日

※第 25 回参議院議員通常選挙（令和元年 7 月 21 日執行）の例
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学校における補助教材の適正な取扱い

26 文科初第 1257 号
平成 27 年３月４日

　各 都 道 府 県 教 育 委 員 会
　各 指 定 都 市 教 育 委 員 会
　各 都 道 府 県 知 事　　

殿
　附属学校を置く各国立大学法人学長
　構造改革特別区域法第 12 条第 1 項
　の認定を受けた地方公共団体の長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省初等中等教育局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　松　　親　次　郎

学校における補助教材の適正な取扱いについて（通知）
     
　学校における補助教材については，昭和 49 年９月３日文初小第 404 号「学校にお
ける補助教材の適正な取扱いについて」等を踏まえ，適正な取扱いに努めていただい
ていると存じますが，最近一部の学校における適切とは言えない補助教材の使用の事
例も指摘されています。
　このため，その取扱いについての留意事項等を，改めて下記のとおり通知しますの
で，十分に御了知の上，適切に取り扱われるようお願いします。
　また，各都道府県教育委員会におかれては，所管の学校及び域内の市町村教育委員
会に対して，各指定都市教育委員会におかれては，所管の学校に対して，各都道府県
知事及び構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体の長におか
れては，所轄の学校及び学校法人等に対して，附属学校を置く各国立大学法人学長に
おかれては，その管下の学校に対して，本通知の内容についての周知と必要な指導等
について適切にお取り計らいくださいますようお願いします。

記

１．補助教材の使用について
（１�）学校においては，文部科学大臣の検定を経た教科用図書又は文部科学省が著作
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の名義を有する教科用図書を使用しなければならないが，教科用図書以外の図書
その他の教材（補助教材）で，有益適切なものは，これを使用することができる
こと（学校教育法第 34 条第２項，第 49 条，第 62 条，第 70 条，第 82 条）。
�　なお，補助教材には，一般に，市販，自作等を問わず，例えば，副読本，解説書，
資料集，学習帳，問題集等のほか，プリント類，視聴覚教材，掛図，新聞等も含
まれること。

（２�）各学校においては，指導の効果を高めるため，地域や学校及び児童生徒の実態
等に応じ，校長の責任の下，教育的見地からみて有益適切な補助教材を有効に活
用することが重要であること。

２．補助教材の内容及び取扱いに関する留意事項について
（１�）学校における補助教材の使用の検討に当たっては，その内容及び取扱いに関し，
特に以下の点に十分留意すること。
 ・教育基本法，学校教育法，学習指導要領等の趣旨に従っていること。
 ・その使用される学年の児童生徒の心身の発達の段階に即していること。
 ・�多様な見方や考え方のできる事柄，未確定な事柄を取り上げる場合には，特定
の事柄を強調し過ぎたり，一面的な見解を十分な配慮なく取り上げたりするな
ど，特定の見方や考え方に偏った取扱いとならないこと。

（２�）補助教材の購入に関して保護者等に経済的負担が生じる場合は，その負担が過
重なものとならないよう留意すること。

（３�）教育委員会は，所管の学校における補助教材の使用について，あらかじめ，教
育委員会に届け出させ，又は教育委員会の承認を受けさせることとする定を設け
るものとされており（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 33 条第２項），
この規定を適確に履行するとともに，必要に応じて補助教材の内容を確認するな
ど，各学校において補助教材が不適切に使用されないよう管理を行うこと。
�　ただし，上記の地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 33 条第２項の趣旨
は，補助教材の使用を全て事前の届出や承認にかからしめようとするものではな
く，教育委員会において関与すべきものと判断したものについて，適切な措置を
とるべきことを示したものであり，各学校における有益適切な補助教材の効果的
使用を抑制することとならないよう，留意すること。
�　なお，教育委員会が届出，承認にかからしめていない補助教材についても，所
管の学校において不適切に使用されている事実を確認した場合には，当該教育委
員会は適切な措置をとること。
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高等学校等における政治的教養の教育と
高等学校等の生徒による政治的活動等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27 文科初第 93 3 号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 27 年 10 月 29 日
　各 都 道 府 県 教 育 委 員 会
　各 指 定 都 市 教 育 委 員 会
　各  都  道  府  県  知  事　　

殿
　高 等 学 校 を 設 置 す る 学 校 設 置 会 社 を
　所轄する構造改革特別区域法第 12 条第
　1 項の認定を受けた各地方公共団体の長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省初等中等教育局長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　松　　親　次　郎

高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等
の生徒による政治的活動等について（通知）

     
　日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 75 号）
により、施行後４年を経過した日（平成 30 年６月 21 日）以後にその期日がある国民
投票から、国民投票の期日の翌日以前に 18 歳の誕生日を迎える者は、投票権を有す
ることになりました。また、公職選挙法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第
43 号）（以下「改正法」という。）により、施行日（平成 28 年 6 月 19 日）後に初め
て行われる国政選挙（衆議院議員の総選挙又は参議院議員の通常選挙）の公示日以後
にその期日を公示され又は告示される選挙から改正法が適用されることとなり、適用
される選挙期日の翌日以前に 18 歳の誕生日を迎える等の公職選挙法（昭和 25 年法律
第 100 号）第９条の各項に規定する要件を満たす者は、国政選挙及び地方選挙におい
て選挙権を有し、同法第 137 条の 2により、選挙運動を行うことが認められることと
なりました。
　これらの法改正に伴い、今後は、高等学校、中等教育学校及び高等部を置く特別支
援学校（以下「高等学校等」という。）にも、国民投票の投票権や選挙権を有する生
徒が在籍することとなります。
　高等学校等においては、教育基本法（平成 18 年法律第 120 号）第 14 条第１項を踏
まえ、これまでも平和で民主的な国家・社会の形成者を育成することを目的として政
治的教養を育む教育（以下「政治的教養の教育」という。）を行ってきたところですが、
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改正法により選挙権年齢の引下げが行われたことなどを契機に、習得した知識を活用
し、主体的な選択・判断を行い、他者と協働しながら様々な課題を解決していくとい
う国家・社会の形成者としての資質や能力を育むことが、より一層求められます。こ
のため、議会制民主主義など民主主義の意義、政策形成の仕組みや選挙の仕組みなど
の政治や選挙の理解に加えて現実の具体的な政治的事象も取り扱い、生徒が国民投票
の投票権や選挙権を有する者（以下「有権者」という。）として自らの判断で権利を
行使することができるよう、具体的かつ実践的な指導を行うことが重要です。その際、
法律にのっとった適切な選挙運動が行われるよう公職選挙法等に関する正しい知識に
ついての指導も重要です。
　他方で、学校は、教育基本法第 14 条第２項に基づき、政治的中立性を確保するこ
とが求められるとともに、教員については、学校教育に対する国民の信頼を確保する
ため公正中立な立場が求められており、教員の言動が生徒に与える影響が極めて大き
いことなどから法令に基づく制限などがあることに留意することが必要です。
　また、現実の具体的な政治的事象を扱いながら政治的教養の教育を行うことと、高
等学校等の生徒が、実際に、特定の政党等に対する援助、助長や圧迫等になるような
具体的な活動を行うことは、区別して考える必要があります。
　こうしたことを踏まえ、高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒
による政治的活動等についての留意事項等を、下記のとおり取りまとめましたので、
通知します。
　また、このことについて、各都道府県教育委員会におかれては、所管の高等学校等
及び域内の市区町村教育委員会に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管
の高等学校等に対して、各都道府県知事及び構造改革特別区域法第 12 条第１項の認
定を受けた地方公共団体の長におかれては、所轄の高等学校等及び学校法人等に対し
て、附属学校を置く各国立大学法人学長におかれては、設置する附属高等学校等に対
して、御周知くださるようお願いします。
　なお、この通知の発出に伴い、昭和 44 年 10 月 31 日付け文初高第 483 号「高等学
校における政治的教養と政治的活動について」は廃止します。

記

第１ 高等学校等における政治的教養の教育
　教育基本法第 14 条第１項には「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育
上尊重されなければならない。」とある。このことは、国家・社会の形成者として
必要な資質を養うことを目標とする学校教育においては、当然要請されているこ
とであり、日本国憲法の下における議会制民主主義など民主主義を尊重し、推進
しようとする国民を育成するに当たって欠くことのできないものであること。
　また、この高等学校等における政治的教養の教育を行うに当たっては、教育基本
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法第 14 条第２項において、「特定の政党を支持し、又はこれに反対するための政治
教育その他政治的活動」は禁止されていることに留意することが必要であること。

第２　政治的教養の教育に関する指導上の留意事項
　１．�政治的教養の教育は、学習指導要領に基づいて、校長を中心に学校として指導

のねらいを明確にし、系統的、計画的な指導計画を立てて実施すること。また、
教科においては公民科での指導が中心となるが、総合的な学習の時間や特別活
動におけるホームルーム活動、生徒会活動、学校行事なども活用して適切な指
導を行うこと。

　　�　指導に当たっては、教員は個人的な主義主張を述べることは避け、公正かつ
中立な立場で生徒を指導すること。

２．�政治的教養の教育においては、議会制民主主義など民主主義の意義とともに、
選挙や投票が政策に及ぼす影響などの政策形成の仕組みや選挙の具体的な投票
方法など、政治や選挙についての理解を重視すること。あわせて、学校教育全
体を通じて育むことが求められる、論理的思考力、現実社会の諸課題について
多面的・多角的に考察し、公正に判断する力、現実社会の諸課題を見いだし、
協働的に追究し解決する力、公共的な事柄に自ら参画しようとする意欲や態度
を身に付けさせること。

３．�指導に当たっては、学校が政治的中立性を確保しつつ、現実の具体的な政治的
事象も取り扱い、生徒が有権者として自らの判断で権利を行使することができ
るよう、より一層具体的かつ実践的な指導を行うこと。

　　�　また、現実の具体的な政治的事象については、種々の見解があり、一つの見
解が絶対的に正しく、他のものは誤りであると断定することは困難である。加
えて、一般に政治は意見や信念、利害の対立状況から発生するものである。そ
のため、生徒が自分の意見を持ちながら、異なる意見や対立する意見を理解し、
議論を交わすことを通して、自分の意見を批判的に検討し、吟味していくこと
が重要である。したがって、学校における政治的事象の指導においては、一つ
の結論を出すよりも結論に至るまでの冷静で理性的な議論の過程が重要である
ことを理解させること。

　　�　さらに、多様な見方や考え方のできる事柄、未確定な事柄、現実の利害等の
対立のある事柄等を取り上げる場合には、生徒の考えや議論が深まるよう様々
な見解を提示することなどが重要であること。

　　�　その際、特定の事柄を強調しすぎたり、一面的な見解を十分な配慮なく取り
上げたりするなど、特定の見方や考え方に偏った取扱いにより、生徒が主体的
に考え、判断することを妨げることのないよう留意すること。また、補助教材
の適切な取扱いに関し、同様の観点から発出された平成 27 年３月４日付け 26
文科初第 1257 号「学校における補助教材の適正な取扱いについて」にも留意
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すること。
４．�生徒が有権者としての権利を円滑に行使することができるよう、選挙管理委員
会との連携などにより、具体的な投票方法など実際の選挙の際に必要となる知
識を得たり、模擬選挙や模擬議会など現実の政治を素材とした実践的な教育活
動を通して理解を深めたりすることができるよう指導すること。

　　�　なお、多様な見解があることを生徒に理解させることなどにより、指導が全
体として特定の政治上の主義若しくは施策又は特定の政党や政治的団体等を支
持し、又は反対することとならないよう留意すること。

５．�教員は、公職選挙法第 137 条及び日本国憲法の改正手続に関する法律（平成
19 年法律第 51 号）第 103 条第２項においてその地位を利用した選挙運動及び
国民投票運動が禁止されており、また、その言動が生徒の人格形成に与える影
響が極めて大きいことに留意し、学校の内外を問わずその地位を利用して特定
の政治的立場に立って生徒に接することのないよう、また不用意に地位を利用
した結果とならないようにすること。

第３ 高等学校等の生徒の政治的活動等

　�　今回の法改正により、18 歳以上の高等学校等の生徒は、有権者として選挙権

を有し、また、選挙運動を行うことなどが認められることとなる。このような法

改正は、未来の我が国を担っていく世代である若い人々の意見を、現在と未来の

我が国の在り方を決める政治に反映させていくことが望ましいという意図に基づ

くものであり、今後は、高等学校等の生徒が、国家・社会の形成に主体的に参画

していくことがより一層期待される。

　�　他方で、①学校は、教育基本法第 14 条第２項に基づき、政治的中立性を確保

することが求められていること、②高等学校等は、学校教育法（昭和 22 年法律

第 26 号）第 50 条及び第 51 条並びに学習指導要領に定める目的・目標等を達成

するべく生徒を教育する公的な施設であること、③高等学校等の校長は、各学校

の設置目的を達成するために必要な事項について、必要かつ合理的な範囲内で、

在学する生徒を規律する包括的な権能を有するとされていることなどに鑑みる

と、高等学校等の生徒による政治的活動等は、無制限に認められるものではなく、

必要かつ合理的な範囲内で制約を受けるものと解される。

　�　これらを踏まえ、高等学校等は、生徒による選挙運動及び政治的活動について、

以下の事項に十分留意する必要がある。

　�　なお、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）等の法律に基づき、公職選挙法中

普通地方公共団体の選挙に関する規定が準用される住民投票において、投票運動

を高等学校等の生徒が行う場合は、選挙運動に準じて指導等を行うこととし、日
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本国憲法の改正手続に関する法律第 100 条の２に規定する国民投票運動を高等学

校等の生徒が行う場合は、政治的活動に準じて指導等を行うこととする。

　【この通知の第３以下における用語の定義について】

　�　「選挙運動」とは、特定の選挙について、特定の候補者の当選を目的として、

投票を得又は得させるために直接又は間接に必要かつ有利な行為をすることをい

い、有権者である生徒が行うものをいう。

　�　「政治的活動」とは、特定の政治上の主義若しくは施策又は特定の政党や政治

的団体等を支持し、又はこれに反対することを目的として行われる行為であって、

その効果が特定の政治上の主義等の実現又は特定の政党等の活動に対する援助、

助長、促進又は圧迫、干渉になるような行為をすることをいい、選挙運動を除く。

　�　「投票運動」とは、特定の住民投票について、特定の投票結果となることを目

的として、投票を得又は得させるために直接又は間接に必要かつ有利な行為をす

ることをいう。

１�．教科・科目等の授業のみならず、生徒会活動、部活動等の授業以外の教育活動

も学校の教育活動の一環であり、生徒がその本来の目的を逸脱し、教育活動の場

を利用して選挙運動や政治的活動を行うことについて、教育基本法第１４条第２

項に基づき政治的中立性が確保されるよう、高等学校等は、これを禁止すること

が必要であること。

２�．放課後や休日等であっても、学校の構内での選挙運動や政治的活動については、

学校施設の物的管理の上での支障、他の生徒の日常の学習活動等への支障、その

他学校の政治的中立性の確保等の観点から教育を円滑に実施する上での支障が生

じないよう、高等学校等は、これを制限又は禁止することが必要であること。

３�．放課後や休日等に学校の構外で行われる生徒の選挙運動や政治的活動について

は、以下の点に留意すること。

　⑴�　放課後や休日等に学校の構外で生徒が行う選挙運動や政治的活動について

は、違法なもの、暴力的なもの、違法若しくは暴力的な政治的活動等になるお

それが高いものと認められる場合には、高等学校等は、これを制限又は禁止す

ることが必要であること。また、生徒が政治的活動等に熱中する余り、学業や

生活などに支障があると認められる場合、他の生徒の学業や生活などに支障が

あると認められる場合、又は生徒間における政治的対立が生じるなどして学校

教育の円滑な実施に支障があると認められる場合には、高等学校等は、生徒の

政治的活動等について、これによる当該生徒や他の生徒の学業等への支障の状

況に応じ、必要かつ合理的な範囲内で制限又は禁止することを含め、適切に指

導を行うことが求められること。
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　⑵�　改正法により選挙権年齢の引下げが行われ、満１８歳以上の生徒が選挙運動

をできるようになったことに伴い、高等学校等は、これを尊重することとなる

こと。

　　�　その際、生徒が公職選挙法等の法令に違反することがないよう、高等学校等

は、生徒に対し、選挙運動は１８歳の誕生日の前日以降可能となることなど公

職選挙法上特に気を付けるべき事項などについて周知すること。

　⑶�　放課後や休日等に学校の構外で行われる選挙運動や政治的活動は、家庭の理

解の下、生徒が判断し、行うものであること。

　　�　その際、生徒の政治的教養が適切に育まれるよう、学校・家庭・地域が十分

連携することが望ましいこと。

第４　インターネットを利用した政治的活動等

　�　インターネットを利用した選挙運動や政治的活動については、様々な意見・考

え方についての情報発信や情報共有などの観点から利便性、有用性が認められる

一方で、送られてきた選挙運動用の電子メールを他人に転送するなどの公職選挙

法上認められていない選挙運動を生徒が行ってしまうといった問題が生じ得るこ

とから、政治的教養の教育や高等学校等の生徒による政治的活動等に係る指導を

行うに当たっては、こうしたインターネットの特性についても十分留意すること。

第５　家庭や地域の関係団体等との連携・協力

　�　本通知の趣旨にのっとり、現実の政治を素材とした実践的な教育活動をより一

層充実させるとともに、高等学校等の生徒による政治的活動等に関して指導する

に当たっては、学校としての方針を保護者やＰＴＡ等に十分説明し、共有するこ

と等を通じ、家庭や地域の関係団体等との連携・協力を図ること。
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